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本報告書は、文部科学省の令和６年度産学官連携支援事業委託事業による委託業務として、KPMGコ

ンサルティング株式会社が実施した「産学連携等実施状況調査のデジタルツール活用による高度化に

関する調査分析及び可視化プラットフォームの構築」の成果をとりまとめたものです。 



1 

 

１. はじめに 
産学連携等実施状況調査（以下「産連調査」という。）は、産学連携等施策の企画・立案への反映、各

機関における IR（Institutional Research）分析への利用を目的として、国公私立大学（短期大学を含

む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関の約 1,000 機関（以下「大学等」という。）を対象に

毎年実施している。産連調査の内容は、共同研究受入実績、受託研究受入実績、知的財産の実施許諾等

の産学連携活動の実績だけでなく、産学連携に係る大学の取組み、リサーチ・アドミニストレーター

（URA）の整備状況等多岐に渡っている。 

これらの産学連携の状況は、20年近くに渡って定点的に調査し、平成 30年度以降は個票レベルでス

プレッドシートの形式により公開しているが、その間のデジタルデータの重要性の高まりやデジタルツ

ールの進展を受け、一部の政府統計・調査等では調査結果をWeb上で可視化するなどの活用が進んで

いる。EBPMなどの政策ニーズや、研究大学等が経営リソースの活用や産学官連携機能の強化を行う際

に参考とする基礎資料などの利活用シーンを踏まえると、産連調査の可視化のニーズは高いと考えられ

る。 

本委託業務においては、産連調査の可視化プラットフォーム（以下「ダッシュボード」という。）の構

築を主な目的とし、それに関連して行政機関等で運用される他のダッシュボードの事例収集や機能の調

査分析、大学等の URAや IR担当者で構成されるワーキンググループからのフィードバックを通じたダ

ッシュボードの改善等を実施するものとする。 
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２. 委託業務の目的 
産連調査は、産学官連携の推進に向けたガイドラインの内容や国の政策に応じて、これまで調査項目

や公表内容が変遷してきた。その調査項目は、政策を推進する上で、文部科学省から大学等へのメッセ

ージの役割も果たしている。回答・集計の負担を減らして、大学等における産連調査のさらなる利活用

を進めることは重要課題である。 

文部科学省および大学等での産学官連携推進の取組みがより一層強化される中、政策や大学評価にお

ける重要指標として産連調査で取り扱う実績値が活用されており、その分析やベンチマーキングにおけ

るニーズが高まっている現状である。本調査においては、そのニーズに応える各種データの可視化を実

現する必要がある。 

産連調査の内容・調査項目について十分理解するとともに、産連調査の背景となる近年の科学技術・

イノベーション関連政策や、産学連携に係る政府文章を理解した上で、それらの目標やあるべき将来像

の実現に資することを目指して本調査を実施した。 

図 2-1 本業務に関連する政策動向等及び産連調査の変遷等（1/2） 
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図 2-1 本業務に関連する政策動向等及び産連調査の変遷等（2/2） 
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表 2-1 産連調査の結果公図におけるこれまでの主な変更点 

KPMGコンサルティングにて作成 
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３. 委託業務の内容 
3.1 委託業務の内容（サマリ） 
（１） 可視化事例の調査及びダッシュボード（素案）の検討 

① 可視化事例の調査分析 

産連調査のダッシュボード構築にあたっての切り口やレイアウト、機能等の参考として、政

府（海外政府や大学を含む。）や自治体、大学等の Tableau を活用した可視化事例について

広く収集を行った。 

② ダッシュボード（素案）の作成 

「高度化基本調査」のユースケース分析結果を踏まえ、ダッシュボード（素案）を作成し

た。可視化の一事例として、「大学ファクトブック」も参考とした。 

（２） Tableau による産連調査データの結合、ダッシュボードの構築 

① Tableau Prep を使った産連調査データの結合 

（ア） スプレッドシート形式で公表されている産連調査の過去データ（平成 30 年度～令

和４年度）を Tableau Prep により結合した。 

（イ） 文科省の HP で公表している範囲で、機関別内訳（平成 20 年度以降）から各大学

の共同研究の件数・受入額などの情報を Tableau Prep に取り込んだ。 

② Tableau Desktop によるダッシュボードの作成 

③ Tableau Prep, Desktop の作業の引継ぎ・改善事項の作成 

本委託調査により構築したダッシュボード（Prep によるフローファイル含む）は、来年度以

降の保守・更新作業を委託者で引き継ぐことを念頭に、引継ぎ・改善事項を作成した。 

（３） 大学等の URA や IR 担当者との意見交換会の実施 

大学等の産学連携に携わる URA や IR 担当者から構成されるワーキンググループを立ち上

げ、意見公開会を実施し、受託者が作成したダッシュボードへのフィードバックを得た。 

（４） 組織対組織の大型共同研究の事例、海外大学等における民間資金導入額の事例収集 

直近３年間の産連調査の結果を元に、組織対組織の大型産学連携の先進事例の収集を見込める

大学を５大学程度選定し、机上調査（プレスリリースの閲覧等）やアンケートにより、組織的

な連携に至った要因や、大学等や企業が構築した枠組み、ガバナンス・マネジメント体制など

に着目して整理・構造化を行った。我が国の研究大学群と海外大学の民間からの研究費収入

（共同研究・受託研究費受入額、知財等収入の合計額）の比較を行い、研究費収入の構造の違

いを調査・分析した。 
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3.2 可視化事例の調査及びダッシュボード（素案）の検討 
3.2.1 可視化事例の調査分析 

3.2.1.1 UI/UX可視化事例のプレ調査 

国内（大学、政府機関・自治体）と海外（大学、政府機関）のダッシュボード事例についてプレ調査

を行い、その結果を以下のように取り纏め対象を絞った上で、可視化事例の調査及びダッシュボード

（素案）検討を行うこととした。 

 

3.2.1.2 UI/UXおよびレイアウト構成 

3.2.1.2.1 事例調査結果 

国内５大学、国内 2政府機関・自治体、海外４大学、海外２政府機関で UI/UX評価結果を比較した。

各観点において高評価であった点は以下の通りである。詳細については、表 3-1～表 3-3を参照。 

（１）UXの観点 

 ダッシュボードのカテゴリ分け等により、全体像の把握が容易である点 

 プレビュー版の提供により内容把握しやすい点 

（２）UIの観点 

 アイコン等の仕様や、異なるダッシュボード間のカラーリングの統一により、視認性が高

い点 

（３）データアクセス 

 クロス集計表のダウンロード等、元データへスムーズにアクセスできる方法が提供されて

いる点 
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表 3-1 UI/UX評価観点 

 
KPMGコンサルティングにて作成 

 

表 3-2 UI/UX評価結果（ダイジェスト） 

 
KPMGコンサルティングにて作成 
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表 3-3 UI/UX評価結果（大学等サマリ）（1/2） 
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表 3-3 UI/UX評価結果（大学等サマリ）（2/2） 

KPMGコンサルティングにて作成 
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3.2.1.2.2 ベストプラクティス  

事例調査の結果を踏まえ、UX、UI、および元データへのアクセスの観点でのベストプラクティスを整理した。それぞれ、

以下がベストプラクティスである。詳細については、表 3-4を参照。 

（１）UXの観点 

 全体の外観が示されていること 
 ダッシュボードのカテゴリ分けがされていること 
 ダッシュボードの概要版と詳細版があること 

 ダッシュボードのプレビュー版があること 
 ダッシュボード閲覧までのクリック回数が少ないこと 
素案に反映し、文科省が考えるダッシュボードの方向性やイメージについて擦り合わせていく。 

（２）UIの観点 

 異なるダッシュボードでも、同じ項目であればできる限り同じカラーリングが用いられていること 
 アイコンやイラストが使用されていること 
 分析しやすいように、フィルタの初期設定が変更されていること 
 フィルタの使用についての補足説明があること 

（３）データダウンロードの観点 

 クロス集計表がダウンロードできること 
 元データへの誘導があり、元データの内容に応じてまとめられていること 

UIや元データへのアクセスのベストプラクティスについては、今後のダッシュボード構築において適宜参考にしていく。 
 
表 3-4 UI/UXベストプラクティス 

出典 KPMGコンサルティングにて作成  



11 

 

3.2.1.3 可視化項目・分析手法 

3.2.1.3.1 事例調査結果 

令和 4年度と平成 29年度の調査結果概要、大学ファクトブック、外部連携（科研費）から可視化項目を整理
し、各大学で可視化事例があるか調査を行ったが、URAの配置状況やクロスアポイントメント制度の実施状況、また大
学等発ベンチャーに関する可視化事例はほとんどなかった。これらの項目については、具体的にどのように可視化していく
べきか追加調査が必要である。詳細については、表 3-5～表 3-8を参照。 

 

表 3-5 産連調査における可視化項目と事例の対応図（1/2） 

【凡例】◎・・・ベストプラクティス  〇・・・事例あり  △・・・一部事例あり 

KPMGコンサルティングにて作成 
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表 3-6 産連調査における可視化項目と事例の対応図（2/2） 

【凡例】◎・・・ベストプラクティス  〇・・・事例あり  △・・・一部事例あり 

KPMGコンサルティングにて作成 

 

 

表 3-7 大学ファクトブックにおける可視化項目と事例の対応図 

【凡例】◎・・・ベストプラクティス  〇・・・事例あり  △・・・一部事例あり 

KPMGコンサルティングにて作成 
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表 3-8 外部データとの連携における可視化項目と事例の対応図 

【凡例】◎・・・ベストプラクティス  〇・・・事例あり  △・・・一部事例あり 

 
KPMGコンサルティングにて作成 

 

 

 

3.2.1.3.2 ベストプラクティス  

可視化項目・分析手法の調査に基づく、各可視化項目のベストプラクティスは以下の通りである。 

（１） 研究資金等受入額 

 外部資金の総額・割合と特定の外部資金の経年変化を同じ画面で確認できる。 

 年度を選択することで、外部資金の区分別割合や資金提供元の割合を動的に確認できる。 

（２） 共同研究 

 設置区分ごとの全国平均により、全体のトレンドとの比較が可能である。 

 1件あたりの受入額を可視化している。 

（３） 知的財産 

 知的財産関連の合計と個別データを併せて可視化している。 

 国内／海外に着目した絞り込みが可能である。 

（４） 大学発ベンチャー 

 KPIが表示されている。 

 全国平均により、全体のトレンドとの比較が可能である。 

（５） ガイドライン 

 組織対組織に着目し、産学連携本部の関与、包括連携協定、大型共同研究の割合について

可視化している。 

（６） 受託研究 

 設定区分ごとの円国平均により、全体のトレンドとの比較が可能である。 

 年度を選択することで、資金提供元の割合についても動的に確認できる。 

（７） 科研費 

 新規申請件数、新規採択件数、新規採択率を可視化している。 

 研究種目別実績や、直接経費と間接経費等を可視化している。 

（８） 分析内容 

 グラフ上に KPIを表し、達成状況を可視化している。 

 研究分野を切り口にした分析を行い、可視化している。 



14 

 

（９） 可視化手法 

 経年変化を棒グラフ・折れ線グラフ以外のグラフで可視化している。 

 グルーピングを行った上で経年変化の比較・分析を行うことができる。 

（10）分析内容・可視化手法 

 政府機関と外部資金についてそれぞれの伸び率や増減率について可視化を行っている。 

 教職員数について比率や属性などの分析、可視化を行っている。 
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3.2.2 ダッシュボード（素案）の作成 

3.2.2.1 UI/UXおよびレイアウト構成 

3.2.2.1.1 レイアウト案 

可視化事例の調査及びダッシュボード（素案）の検討を行った結果、概要版ボードと大学ボードのレ

イアウト案について、以下のように提示する。詳細については、図 3-1、3-2を参照。 

（１） 概要版ボード 

案 1（サンプル：国内大学） 

 ダッシュボードの大項目を、画面上に配置する。ダッシュボードを、画面下に配置する。 

 ユーザーは大項目をクリックし、ジャンプ機能を用いて項目を移動し、ダッシュボードを

確認する 

案 2（サンプル：海外大学） 

 ダッシュボードの大項目を、画面左に配置する。ダッシュボードを、画面→に配置する。 

 ユーザーが大項目をクリックすることで右画面を切替え、ダッシュボードを確認する。 

案３（サンプル：国内大学＆海外大学） 

 大項目を画面左、中項目を画面上に配置する。ダッシュボードを画面右下に配置する。 

 ユーザーが大項目をクリックすることで右画面を切替え、中項目をクリックしてダッシュ

ボードへジャンプする。 

案 4-1（サンプル：自治体等） 

 大項目、中項目の下に小項目のプレビューを配置する。 

 ユーザーはプレビューをみながら、閲覧したいダッシュボードを確認する。 

案 4-2（サンプル：自治体等） 

 新しくウィンドウが立ち上がり、ユーザーは実際のダッシュボードを確認する。 

案 4-1ʼ（サンプル：国内大学） 

 ダッシュボードをダイジェスト版、詳細版と作成する。ダイジェスト版と詳細版それぞれ

プレビュー表示を行う。 

（２） 大学ボード 

大学個別検索は、大学単位で情報を確認できるようにする。（例：大学ファクトブックの大学個別

シート検索） 

項目比較は、項目ごとに任意の大学を選択し比較できるようにする。 
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図 3-1 ダッシュボードレイアウト案（概要版ボード・案）（1/2） 
KPMGコンサルティングにて作成 
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図 3-1 ダッシュボードレイアウト案（概要版ボード・案）（2/2） 
KPMGコンサルティングにて作成 

 

 

図 3-2 ダッシュボードレイアウト案（大学ボード） 
KPMGコンサルティングにて作成 
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3.2.2.2 可視化項目・分析手法 

3.2.2.2.1 可視化項目検討 

可視化項目の粒度について、大項目、中項目、小項目、細目の形式で整理を行い、細目単位でグラフ

の可視化イメージ案を検討した。表 3-9、表 3-10及び図 3-3を参照。 

 

表 3-9 概要版ダッシュボード 可視化項目案 

 
KPMGコンサルティングにて作成  
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表 3-10 大学ダッシュボード 可視化項目案 

KPMGコンサルティングにて作成 

 

  



20 

 

 

 

図 3-3 （参考）大学ファクトブック 
出典 「Interactive FACT BOOK (https://www3.ir.kyushu-u.ac.jp/data-info/public/datacollections/factbook-online)」より

KPMGコンサルティング作成 

 

 

  

https://www3.ir.kyushu-u.ac.jp/data-info/public/datacollections/factbook-online
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3.2.2.2.2 可視化イメージ案 

概要版ダッシュボードについては基本的に、現在の「大学等における産学連携等実施状況」の「調査結果概

要」で可視化されているイメージを基に、ダッシュボードの可視化イメージ案を検討。 
ダッシュボードに入れるべき項目と不要となる項目があると考えており、各項目の要否についても検討を行った。 

図 3-4 【概要版ダッシュボード】研究資金等受入額 
KPMGコンサルティングにて作成 

 

図 3-5 【概要版ダッシュボード】民間企業との共同研究 
KPMGコンサルティングにて作成 
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図 3-6 【概要版ダッシュボード】民間企業からの受託研究 
KPMGコンサルティングにて作成 

 

 

 
図 3-7 【概要版ダッシュボード】知的財産 
KPMGコンサルティングにて作成 
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図 3-8 【概要版ダッシュボード】大学発ベンチャー 
KPMGコンサルティングにて作成 

 

 

 
図 3-9 【概要版ダッシュボード】クロスアポイントメント制度の実施状況 
KPMGコンサルティングにて作成 
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図 3-10 【概要版ダッシュボード】URAの配置状況 
KPMGコンサルティングにて作成 

 

 

 
図 3-11 【概要版ダッシュボード】産学官連携による共同研究強化のためのガイドラインに係る取組

状況 
KPMGコンサルティングにて作成 
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図 3-12 【大学ダッシュボード】可視化イメージ案（1/2） 
KPMGコンサルティングにて作成 

 

 

 
図 3-13 【大学ダッシュボード】可視化イメージ案（2/2） 
KPMGコンサルティングにて作成 
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3.3 Tableauによる産連調査データの結合、ダッシュボードの構築 
3.3.1 Tableau Prep を使った産連調査データの結合 

RAWデータからダッシュボード構築に至るまでの作業フローチャート（全体サマリ）は以下の通りで

ある。 

 

 
図 3-14 全体設計 
KPMGコンサルティングにて作成 
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ダッシュボード構築にあたり、前処理・結合処理を行う対象となった産連調査データは下記の通り。

年度間で分割された共通の様式を結合し、共通する項目がマージされるようデータの結合を行った。 

 

表 3-11 データ項目一覧：RAWファイル（1/2） 

KPMGコンサルティングにて作成 

 

表 3-12 データ項目一覧：RAWファイル（2/2） 

 
KPMGコンサルティングにて作成 

 

 

Prepデータで行う各種データクリーニング作業では、下記の名寄せデータを利用し、機関情報の修

正・付与を行った。 

 

表 3-13 データ項目一覧：名寄せ用ファイル 

 
KPMGコンサルティングにて作成  
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上記の産連調査 RAWデータと名寄せ用データを利用し、ビジュアライゼーションを作成するための

マスタデータを作成した。Tableau Prepで作成したフローデータ一式は下記の通り。 

 

表 3-14 データ項目一覧：Prepファイル 

KPMGコンサルティングにて作成 
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Tableau Prepでは、下記をはじめとするクリーニングステップ、ユニオンを作成し、マスタデータを

作成した。詳細は、後段の「引継ぎ改善事項」および納品データ .tflxの内容を参照。 

 

 
図 3-15 データ結合 
KPMGコンサルティングにて作成 
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3.3.2 Tableau Desktop によるダッシュボードの作成 

Tableau Prepでビジュアライゼーション作成のために作成した各出力ステップを実行し、.hyper デ

ータを準備。 

 

表 3-15 データ項目一覧：Hyper ファイル 

 
KPMGコンサルティングにて作成 

 

 

上記の各種 .hyper データを Tableau Desktopにアップロードし、各種ビジュアライゼーションを作

成。データは概要版ダッシュボードと大学版ダッシュボードのそれぞれを作成。KAKENと外部連携を

行ったビジュアライゼーションは大学版ダッシュボードに含まれる。 

 

表 3-16 データ項目一覧：Hyper ファイル 

KPMGコンサルティングにて作成 
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Tableau Desktopにアップロードした .hyperを用いて次のような手順を踏んでビジュアライゼーシ

ョンを作成した。詳細は、後段の「引継ぎ改善事項」および納品データ .twbxの内容を参照。 

 

 
図 3-15 ビジュアライゼーションの作成 
KPMGコンサルティングにて作成 
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3.3.3 Tableau Prep, Desktop の作業の引継ぎ・改善事項の作成 

引継ぎ・改善事項を以下の通り項目ごとに内容を整理した。（表 3-17） 

 

表 3-17 データ項目一覧：Hyper ファイル

 
KPMGコンサルティングにて作成 
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3.4 大学等の URAや IR担当者との意見交換会の実施 
3.4.1 ワーキンググループ概要 

産連調査は、産学連携等施策の企画・立案への反映、各機関における IR（Institutional Research）

分析への利用を目的として、国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用

機関の約 1,000機関を対象に実施していることから毎年実施している。また、産連調査の内容は、共同

研究受入実績、受託研究受入実績、知的財産の実施許諾等の産学連携活動の実績だけでなく、産学連携

に係る大学の取組、リサーチ・アドミニストレーター（URA）の整備状況等多岐に渡っている。 

このような背景のもと、以下の３点を目的として意見交換会を実施した。 

・大学等において産学連携に携わる URAや IR担当者に率直な意見交換を行っていただくことで、「産

連調査」の利活用を促進すること 

・文部科学省においては、大学の現場の声を聞くことで、今後の産連調査の在り方や可視化プラット

フォームの構築に資する情報を収集すること 

・意見交換会を通じて、複数の大学関係者・文部科学省職員の交流の場を形成すること 

上記の主旨に鑑み、意見交換会のメンバーは大学等において産学連携に携わる URAや IRの実務担当

者を対象としてメンバーを選出した。 
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3.4.2 ワーキンググループからの提言とりまとめ 

第１回～第３回までのメンバーからの意見については以下のとおり取りまとめた上で各意見に対する

対応を行った。 

 

表 3-18 第１回意見交換会における意見と対応方針 
# カテゴリ 意見概要 対応方針 

1 ユースケース 科研費を可視化項目に加えるニーズが高く、
KAKEN との連携を進めてほしい 

KAKEN との連携を実施予定 

2 ユースケース 
産連調査と財務諸表上の値を比較するケー
スが多く、可視化して紐づけるニーズが高い 

設置区分ごとに会計基準が異なること、財務諸
表を一括してダウンロードできるデータベースが存
在しないことから、短期的には実現のハードルが
高く、次年度以降の検討課題として整理 

3 ユースケース 受託研究については、「民間企業からの受託
研究費」は非常に少ないので、それよりも影
響の大きい「国と独法からの受託研究費」を
載せるのがよいのではないか 

H29年度の調査概要には相手先別（民間企
業・国・独法・地方公共団体）の実施件数と
受入額の推移がある。H29年度の調査項目を
盛り込むことも視野に入れ、現在追加検討中 

4 ユースケース 

大学発ベンチャーに対する注目度が高く、可
視化するニーズが高い 

産学連携等施策の検討及び推進にあたって
は、大学発ベンチャーの可視化意義は大きいも
のの名寄せの観点で短期的には実現のハードル
が高いことから KAKEN を優先し、次年度以降
の検討課題として整理 

5 ユースケース ダッシュボードに当年度のデータを追加入力し
た状態で出力できるような機能はニーズが高
い。（Tableau の仕様上不可能であれば、
データを編集可能な状態でダウンロードできる
機能でも可） 

ダッシュボードに直接データを追加することは難し
いが、データを編集可能な状態でダウンロードす
ることはできるため、公開用の Tableau ダッシュ
ボードでは編集可能なデータを表計算ソフト等
でダウンロードできるよう設定することを想定 

6 ユースケース 
他大学の外部資金状況を分析するために、
「寄付金」や「助成金」の情報もニーズがあ
る。（寄付金についてはデータの正確性を要
確認） 

「寄付金」や「研究補助金・助成金」については
産連調査の様式 9 にて項目があるため、技術
的には実装可能である。しかし、金額の正確性
の観点で懸念があり、次年度以降の検討課題
として整理 

7 ユースケース ２大学間比較をする前に、比較相手の大学
の当たりを付けるために、散布図など全体を
俯瞰できるグラフのニーズが高い。（可能であ
れば散布図の X軸、Y軸を任意設定したい
が、難しければ固定的な軸でも可。想定され
る軸は「共同研究」や「外部資金全体の金
額」、「URA の人数」、「研究者数」など） 

後続スライドにて全体を俯瞰できる図（散布図
等）のイメージを摺合せ予定 

8 

ビューのフィルタに
ついて 

「研究者あたり」など、規模の異なる大学間の
比較を行うためのフィルタを設定してほしい。 

可視化方法にフィルタを用いるかどうかは検討事
項とするが、民間企業からの受託研究・共同研
究の一件あたりの研究費受入額を盛り込むな
ど、なるべく規模の異なる大学間の比較を行え
るよう調整予定 
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9 
ビューのフィルタに
ついて 

産連調査が年度によって調査方法が異なる
ことがあり、現状では単年度ごとの分析に留ま
っている。本来的には経年変化も含めて分析
できるようにしたい。 

産連調査の項目や定義はアップデートされること
があるが、文科省の確認の下、可能なものにつ
いてはその差異を吸収し、経年変化を可視化
予定 

10 
ビューのフィルタに
ついて 

ベンチャー創出有無に有意な相関がある「共
同研究受入額」や「受託研究受入額」、「科
研費」、「特許出願件数」、「研究者数」、
「専門支援人材数」はフィルタに適している。 

ダッシュボード構築の参考にさせていただく 

11 
Tableau上の
設定について 

Viz のダウンロード方法について検討する。ま
た、「アクセスの許可」の設定について留意す
る。 

十分留意の上、ダッシュボード構築・公開時の
設定の参考にさせていただく 

12 
Tableau上の
設定について 

グラフ上の値の単位を見やすく表示する。
（グラフ中の値に単位を付ける、もしくは、グ
ラフのタイトルに括弧書き） 

可読性の高いラベル等を付与する 

13 Tableau上の
設定について 

グラフの内訳割合の%表示を小数点１位ま
でにする。 

各項目に適した小数点表示の桁数を設定する
よう留意する 

 

表 3-19 第２回意見交換会における意見と対応方針 
# カテゴリ 意見概要 対応方針 

1 

Tableau上の
設定 

円グラフについて、ラベルの金額は表示不要
ではないか。割合と金額を併記していることに
よって分かりづらい可能性がある。 
（対象グラフ：民間企業との受託研究の研
究費の規模別研究費受入額内訳） 

該当のグラフについて、対応予定 

2 
Tableau上の
設定 

ラベルは割合だけとして、金額を表示しない
方がよいのではないか。 
（対象グラフ：民間企業からの受託研究費
受入額の構成比の推移） 

3 

Tableau上の
設定 

棒グラフの値が分かりづらいため、値のラベル
に、14「機関」のように単位を付けた方がよい
のではないか。 
（対象グラフ：戦略的産学連携経費の設
定状況） 

4 

Tableau上の
設定 
 
 
 
 
 

レジェンドの昇順・降順がグラフによって異なっ
ているケースがあるが、統一した方がよいので
はないか。 
（対象グラフ：民間企業からの受託研究費
受入額の構成比の推移・民間企業との共同
研究に係る間接経費の直接経費に対する
割合） 
 
 
 
 
 

調査概要に併せて、降順に統一 
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5 
Tableau上の
設定 

金額の単位がグラフによって百万円のものと
千円のものが混在しているため、統一した方
がよいのではないか。 

現在の調査概要に合わせる形で統一（調査
概要の項目に従うため、千円、百万円と表記が
混在となります） 
 

6 
Tableau上の
設定 

タイトルに（百万円）の表示があるが、金額
がおそらく百万円単位の値でないグラフがある
ように見受けられるため、確認してほしい。 

7 
Tableau上の
設定 

東京大学では、同じ項目を異なるグラフで可
視化する際、金額のグラフと割合のグラフをコ
ンパクトに並べて表示している。 

グラフの配置について、ダッシュボード構築の参考
にさせていただく 
 

8 
Tableau上の
設定 

計算条件をグラフの脇に小さく記載するなどの
対応が必要ではないか。（対象グラフ：一
件当たりの研究費受入額） 算出方法の明示が必要な箇所については、グラ

フ内に記載 
語句説明については、調査概要の説明書きを
引用する形で別途纏める 
 

9 

Tableau上の
設定 

「実務担当者数」が何を指しているのか分か
らなかったため、説明書きがあるとよいのでは
ないか。例えば、e-Rad登録研究者かつ科
研費資格有り、のような形で定義の注釈を
付した方がよいと思われる。（対象グラフ：
研究者数および実務担当者数） 

10 
Tableau上の
設定について 

色覚障害のある方にも配意したカラーリングが
求められるため、アプリを使って検証を行うよう
にしている。実際にダッシュボード公開するまで
に考慮してほしい。 

配色のバリアフリーを考慮した、ダッシュボード構
築用のカラーパレットを準備 

11 

Tableau上の
設定について 

Tableau のワークブックでは幾つかのテーマが
選択でき、どれを選択するかは好みにはなる
が、比較的上の方に見せるカチッとしたものに
したい場合はクラシックを選択するのが適して
いると考える。 

12 
Tableau上の
設定について 

大学版ボードについて、項目が「有り」の場合
は強調カラーになっていることが好事例だと認
識しているので、本ダッシュボードにおいても強
調カラーを検討してほしい。 

「あり」の場合は強調カラーにすることが実装可
能かについて検証 

13 

Tableau上の
表示 

【概要版：一件当たりの研究費受入額】 
金額のみの棒グラフになっているが、件数情
報も追加するとよいのではないか。棒グラフと
折れ線グラフが重なると見づらい印象もあるた
め、工夫が必要。件数については無理にグラ
フ化せずに、値だけ表示する方法も考えられ
る。 一件あたりの研究費受入額の算出方法につい

て、調査概要に統一する形で実装 14 

Tableau上の
表示 

【概要版：一件当たりの研究費受入額】 
共同研究一件当たりの研究費受入額が平
均 70万円前後になっているが、文部科学
省で毎年公表されている調査概要にある平
均 320万円との差分が出ているため、現状
のプロトタイプ版に取り込まれているデータの
正確性が気になった。 
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15 
ビューのフィルタ 

【大学版：散布図】 
ベンチマーク先の大学と比較するために、地
域や規模で絞り込みできるようにしてほしい。 

地域で絞り込みできるよう実装予定 

16 

ユースケース 

【大学版：散布図】 
現状のサンプルでは共同研究・受託研究・治
験・知財ごとに分けたものになっているが、その
前にまず研究資金合計額と研究者数を示し
た全体的なものを追加できるとよい 

研究資金合計額と研究者数を示した全体的な
ものを追加 
また、他の散布図としては、以下を掲載予定。 
①研究者数 x 共同研究-受入額 x 件数 

① 研究者数 x 受託研究-受入額 x 
件数 

17 

ユースケース 

【大学版：散布図】 
共同研究・受託研究・科研費の３つの指標
は相関係数が非常に高いので、より面白い
関係性が見えてくる可能性がある。 

18 
Tableau上の
設定 

【大学版：散布図】 
数値がラベル表示されているが、ラベルを大学
名に変更できるようにもしてほしい。 

ラベルを大学名に変更して実装 

19 

Tableau上の
設定 

【大学版：散布図】 
自大学が散布図中のどこにいるかが分かりや
すいように、強調表示できるようにしてほしい。
また、自大学の他にベンチマークしている大学
も強調表示できるようにしてほしい。 

強調表示が実装可能かについて、検証 

20 
Tableau上の
設定 

【大学版：散布図】 
初期表示するのは５年累計値がよいのか、
単年度の値がよいのか検討が必要である。 

スライダー形式のフィルタに変更し、最新年度を
初期表示と設定 

21 

ユースケース 

【大学版：戦略的産学連携経費の設定状

況】 
戦略的産学連携経費の設定がある大学が、
他にも実施していることをまとめて表示できれ
ば参考になるのではないか。大学の特色とし
て、一つの項目を見るよりも、色々合わせて
見ることが出来ればよいと感じた。 

意見交換会では要素を別々に表示していた
が、最終リリース時は、「戦略的産学連携経
費・人件費の企業負担・特別試験研究費税
額控除制度」をまとめて表示 

22 

Tableau上の
表示について 

【大学版：クロスアポイントメントの受入数及

び派遣数】 
派遣数と受入数の合計を表示するだけでな
く、派遣先や受入元の相手方が大学か企業
かといった内訳の情報も取得しているので、そ
の情報も追加するとよいのではないか。 

実装予定 

23 

ユースケース 

【大学版：共同研究における間接経費割

合】 
棒グラフ形式で見せることに適していないよう
にも思えるため、表形式でよいのではないか。 

本グラフのブラッシュアップについて、以下の対応
を予定。 
①棒グラフから、表形式に変更 
②割合と合わせ、直接経費と間接経費の金額
についても表示 
③①案 or②案に加え、30％越えを強調表示
させる（実装可能かについて、検証を行う） 

24 

ユースケース 
【大学版：共同研究における間接経費割

合】 
大学の本部としては間接経費 30%としたい
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という意向があるものの、研究者が個人個人
で契約する中で、間接経費は研究者の活動
に使えないので減らしたいという企業側の意
見もある中で、大学によっては 30%に近づい
てきているところであるため、使い道があるグラ
フである 

 

25 

ユースケース 

【大学版：共同研究における間接経費割

合】 
割合だけでなく、金額も合わせて示した方が
よいのではないか。 

26 

ユースケース 

【大学版：共同研究における間接経費割

合】 
幾つかの大学では既に 30%以上への引き
上げを行っていて、文部科学省公表している
産連調査結果の概要でも 30%以上をえん
じ色で表示しているが、さらに 40%以上がど
こかを見たいといった要望なども考えられること
から、産連調査の概要の見せ方に拘らず、最
適な見せ方を検討していきたい 

 

表 3-20 第３回意見交換会における意見と対応方針 
# カテゴリ 意見概要 対応方針 

1 

共通 

一つのスクリーンで複数のグラフを並べたり、い
くつかのページに分けるにせよ、ストーリーを意
識して欲しい。今 No順になっているが、なぜ
この並び順になっているのか分からない部分が
ある。今後レイアウトを考える際に章立てする
など検討して欲しい。 

ダッシュボードレイアウト作成時の参考にさせてい
ただく 

2 

共通 

今後産連調査の予備知識が全くない人もア
クセスしてくる中で、そもそもどういう項目がある
のか入り口の段階で見せる必要があると思
う。今までの説明ではそういった部分がなかっ
たかと思うので、今後検討して欲しい。 

ダッシュボードの冒頭に、主要グラフをいくつかピッ
クアップしたダイジェストを作成の上、追加 

3 
共通 

年度フィルタの形式は全てスライダーに統一し
て欲しい。 

スライダーに統一で対応 

4 
概要版：クロス

アポイント制度 

86 しかない国立大学がそれ以上に数値表
示されているのは気になるので、大学以外の
高専等が含まれてカウントされているものは区
別したほうがいい。 

設置区分・機関区分は名寄せを見直し、フィル
タに反映し、大学以外の機関を区別できるよう
にする 

5 概要版：クロス

アポイント制度 
 

スペースに余裕がある場合は、整備済の大学
の情報などを入れることも可能かと思う。 

調査概要を基準としたうえで、参考にさせていた
だく 
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6 概要版：戦略

的産学連携経

費の設定状況 
 

大学とそれ以外のフィルタリングはあった方がい
い。 

4.と同様に対応 

7 概要版：戦略

的産学連携経

費の設定状況 
 

制度がある場合に経年変化でどう増えてきて
いるのかとある大学がどういう大学なのかという
ことが分かればいいと思う。大学の情報も追
加できるのであれば検討いただきたい。 

次年度以降の課題事項として整理 

8 概要版：戦略

的産学連携経

費の設定状況 
 

数が少ないところに関しては大学の情報がい
ると思う。一方で、半数以上利用しているよう
な制度の場合はどこがやっているかは重要で
はない。制度の利用が少ないものに関しては
リスト化が出来るのであればお願いしたい。 

ダッシュボードシート作成時の参考にさせていた
だき、具体的な対応方法は次年度以降の課題
事項として整理 

9 概要版：大学

等発ベンチャーと

の産学連携活

動が占める割合 
 

件数の数字と割合の両方を見せたほうがいい
と思う。 

調査概要に統一する形で対応 

10 概要版：大学

等発ベンチャーと

の産学連携活

動が占める割合 
 

調査概要のほうだと合計値が書いてあるので
わかるが、その合計値がこのグラフにないので
修正して誤解が生まれないようにしていきた
い。 

調査概要と一致するよう、合計値の記載追加
を検討させていただく 

11 概要版：「URA

として配置」と整

理する者の年齢

構成割合 
 

産連調査の調査概要を目指すという仕様に
囚われすぎていたのかと思う。ダッシュボードと
しては円グラフではなく積み上げ棒グラフ等ほ
かの工夫もできるかと思う。 

次年度以降の課題事項として整理 

12 大学版：間接

経費 
 

間接経費の設定割合を折れ線グラフにして、
間接経費が入っている金額を棒グラフにする
のはいかがか。 

次年度以降の課題事項として整理 

13 
大学版：間接

経費 
 

折れ線と棒グラフで見せた時にちょっと二重軸
が見づらいものがあった。折れ線で最後消え
てしまっているものとかもあった。無理に２重
軸にせずスペースが許すなら２つグラフを並べ
たほうがいいかと思う。 

次年度以降の課題事項として整理 

14 大学版：大学

等発ベンチャー 
 

有は右寄せが見づらいので、真ん中のほうが
見やすいかと思う。 

ダッシュボードレイアウト作成時の参考にさせてい
ただく 

15 大学版：大学

名の選択方法 
希望としては、設置区分とか設置形態、国
立とかでフィルタをかけられるようにして欲しい。 

設置区分・設置形態のフィルタを実装 
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16 大学版：表の

作り方 
 

全ての項目に東京大学が表示される必要は
ないかと思う。 

ダッシュボードの冒頭のみに記載 

17 大学版：人件

費の企業負担

状況 
 

「ある、ない」の項目を残したほうがいいかと思
う。 

ダッシュボードレイアウト作成時の参考にさせてい
ただく 

18 大学版：各種

規定類の整備

状況 

ヒートマップを活用することで分かりやすくなる
かと思う。 

次年度以降の課題事項として整理 

19 大学版：各種

規定類の整備

状況 
 

いつ頃から各種規定ができたのか見られるとよ
い。18年度になかったものが 20年度に増え
たとかの経年変化が分かるとよい。 

次年度以降の課題事項として整理 

20 
散布図 
 

フィルタについて、都道府県を入れるなら地域
も入れて欲しい。地域の下に都道府県がネス
トされるような形で作成して欲しい。 

地域・都道府県のフィルタを実装 

21 
散布図 
 

散布図は青線だけだと見づらいが、ただ色を
塗ると見にくくなってしまう気がする。国立公立
私立で色分けするなどの方法はあるかと思
う。 

まずは設置区分・設置形態のフィルタを設定し、
その上でビジュアル面のブラッシュアップの参考に
させていただく 

22 散布図 
 

（大学名のラベルは）見せている意図が気
になるので、不要だと思う。 

大学名のラベルは省く方針で対応 

23 KAKEN連携：

審査区分別実

績 
 

文科省は研究分野ではなく審査区分と言っ
ているので記載は注意して欲しい。便宜上研
究分野的に使えるということはあるが、記載は
審査区分でお願いしたい。 

審査区分の表記に修正、統一 

24 KAKEN連携：

審査区分別実

績 
 

以前提供した資料でも按分して計算している
注記があったかと思う。Tableauでも同様に
して欲しい。 

前処理段階への組み込み方法を検討した上
で、次年度以降の課題事項として整理 

25 KAKEN連携：

審査区分別実

績 
 

科研費が円になっているが、同じ大学ボード
に記載するなら千円単位に揃えたほうがよ
い。 

前処理段階への組み込み方法を検討した上
で、次年度以降の課題事項として整理 

26 KAKEN連携：

採択件数及び

配分額 
 

今回記載するのは、件数ベースでの大区分
別の内訳のみとなる。金額・配分額の推移は
大学ボードに掲載する予定はない。正確性
の確認に時間を要するため、今回は掲載しな
い予定である。 

金額・配分額の推移を示すグラフは省く方針で
対応 
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27 KAKEN連携：

採択件数及び

配分額 
 

大学版ボードに掲載することを受けて産連調
査の機関と回答機関の＆をとる必要がある。 

KAKEN の機関のうち、産連調査の回答機関
と一致するもののみとする前処理を追加 
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3.5 組織対組織の大型共同研究の事例、海外大学等における民間資金導入額の事例収集 
3.5.1 組織対組織の大型共同研究の事例 

①.本調査の全体像 

本調査は、組織対組織の大型共同研究案件の実態を把握し、横展開可能な事例を収集することを目的と

しているが、具体的な金額規模等、大型の案件か否かを判断するために必要な情報が公開されていない

ケースが多いことから、まずはアンケート調査において事例の概要を把握したうえで、アンケート調査

の結果を踏まえて選定した機関に対してヒアリング調査で事例の詳細な内容を把握するという 2段階で

調査を実施した。 

 

表 3-21 調査概要 

 
KPMGコンサルティングにて作成 

 

②.アンケート調査 

組織対組織の大型共同研究案件の実態を把握し、ヒアリング調査の対象機関を選定するために、大型の

共同研究の事例を有している可能性のある機関に対してアンケート調査を実施した。調査依頼をした

21機関のうち、12機関から回答があった。 
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表 3-22 アンケート調査概要 

 
KPMGコンサルティングにて作成 

 

本調査ではすべての設問を自由回答形式としたため、各機関の回答にカテゴリ分類を行ったうえで集計

した。 

 

表 3-23 アンケート調査結果概要 

 
*1 科学技術振興機構「研究分野一覧表」の区分 

*2 総務省「日本標準産業分類」の中分類 

を基に KPMGコンサルティングにて作成 

  

https://jrecin.jst.go.jp/html/app/seek/dsc_researchfield_j.html
https://www.soumu.go.jp/main_content/000941216.pdf
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研究分野については、ライフサイエンスが最も多く、社会基盤に関するものがそれに次いだ。また、相

手先の業種は医薬品製造業が最も多く、生産用機械器具製造業がそれに次いだが、全体としては 1件

（行政機関）を除き、すべて日本標準産業分類の大分類における製造業であった。このことから、市場

規模が大きく、社会実装につながりやすい分野、業種の方が大型の案件を組成しやすいものと考えられ

る。 

 

 
図 3-16 共同研究の研究分野・共同研究の相手先企業等の業種 
出典 KPMGコンサルティングにて作成 

 

継続期間としては、10年未満のものが全体の 3分の 2を占めている。また、継続期間と金額規模の関

係では、一部外れ値があるものの、全体としては単年当たりの金額規模が大きくなるほど、継続年数も

長くなる傾向がみられた。このことから、そもそも大型の案件では、短期間で終了することはあまり想

定されていないものと考えられる。 

 
図 3-17 共同研究の継続期間・継続期間と金額規模の関係 
出典 KPMGコンサルティングにて作成 
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金額規模は単年では 10億円以上、総額では 100億円以上規模のものが存在した。ただし、相手先との

関係で金額を回答できないとした機関が 4機関あったほか、１億円未満と回答した機関は「金額の公開

が可能な事例の中で最も高額のものを回答した」としていることから、より規模の大きな事例が存在し

ている可能性がある。 

 
図 3-18 共同研究の金額規模 
出典 KPMGコンサルティングにて作成 

 

本調査の結果を踏まえると、企業の売上に直結しにくい研究分野の大型案件組成、機関と企業との強固

な信頼関係構築や企業側のメリット訴求、「知の価値づけ」に対する機関・企業両者の理解促進が課題

と考えられる。なお、本見解は限られた機関からの回答を基に考察されたものであることから、必ずし

も一般化できるものではないことに留意が必要である。 

 

 
図 3-19 調査結果から考える今後の課題 
出典 KPMGコンサルティングにて作成 
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②ヒアリング調査 

アンケート調査の結果を踏まえて選定した 6機関について以下のとおりヒアリング調査を実施した。 

 

表 3-24 調査概要 

 
出典 KPMGコンサルティングにて作成 

 

各機関の取組を整理すると以下のようになる。「必要となるコストの適切な負担」「戦略的なパートナー

との関係構築・お互いのビジョンを共有し、テーマに落とし込み」「新規パートナー探しと既存パート

ナーとの関係の深化」「全学的に産学官連携を推進・拡大していくための制度・仕組み」はすべての機

関が該当した。 

 

表 3-25 各機関の取組 

 
出典 KPMGコンサルティングにて作成 
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機関と企業との連携は、文部科学省「オープンイノベーション機構の効果的な支援に係る調査」によっ

て類型化されている。これら類型を基に、連携の経緯を示す「シーズオリエンテッド型」「ニーズオリ

エンテッド型」「課題オリエンテッド型」と、連携の枠組みを示す「拠点形成型」「コンソーシアム型」

「包括連携型」からなるマトリクス表を作成し、調査対象 6機関を同表に落とし込んだところ以下のよ

うになった。連携の経緯でいえばニーズオリエンテッド型と課題オリエンテッド型が見られた。また、

連携の枠組みでいえば拠点形成型が最も多く見られた。また、連携の経緯、連携の枠組みともに、これ

ら 6類型に当てはまらないものも見られた。 

 

表 3-26 共同研究の類型 

 
出典 文部科学省「オープンイノベーション機構の効果的な支援に係る調査 調査報告書」を基に KPMGコンサルティ

ングにて作成 

 

大型の共同研究が始まった経緯について、機関・企業両者のトップ等による交渉で実現したとするトッ

プダウン型と、両者の研究者同士のつながりから実現したとするボトムアップ型の両方がみられた。連

携の枠組みとしては、大枠の契約の下に個別の共同研究契約を紐づける形とする機関が多く見られた。

これは、研究の進捗に応じて個別テーマを追加したり、入れ替えたりすることが柔軟にできるようにす

ることを目的としているものと考えられる。 

 
図 3-20 連携の経緯及び枠組み 
出典 ヒアリング調査を基に KPMGコンサルティングにて作成 

https://www.mext.go.jp/content/20240613-mxt_sanchi01-000007691_6.pdf
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資金の枠組みについては、「知の価値」について企業側に請求している機関が 2校あった。また、金額

規模の大型化に向けて、見積もりの作成や企業との金額交渉に事務方の職員を介在させる取組を進めて

いる機関が 2校あった。金額交渉を教員が担当していることによって、本来の研究の価値よりも安い金

額で契約がまとめられている可能性がある。 

 

 
図 3-21 知の価値についての請求の有無及び金額規模の大型化に向けた取組 
出典 ヒアリング調査を基に KPMGコンサルティングにて作成 

 

共同研究の実施体制については、いずれの機関も、機関と企業の意思決定権者が参加する運営委員会等

においてガバナンスを利かせているほか、運営委員会の下部組織として運営会議等が設置している。 

 

 
図 3-22 ガバナンス体制及びマネジメント体制 
出典 ヒアリング調査を基に KPMGコンサルティングにて作成 
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マネジメントについては個別の研究テーマの担当教員が日々の進捗を管理しつつ、機関と企業の両者の

担当者等で構成される運営会議等で四半期に一度等の頻度で確認するという二段階の管理を行っている

機関が複数ある。 

 

 
図 3-23 モニタリング手法及びマネジメント手法 
出典 ヒアリング調査を基に KPMGコンサルティングにて作成 

 

研究支援人材として、URAを活用している機関が多くみられる。共同研究案件の組成を専門とする職員

の配置や、ワンフロアで一貫した対応が可能な体制等を実施している機関がある。また、教員に対する

インセンティブについては、金銭面の支援が中心である。各機関は、産学連携推進のために、教員の作

業負担の軽減や金銭的な支援に取り組んでいる。 

 

 
図 3-24 経営支援人材等の配置及び研究者に対するインセンティブ 
出典 ヒアリング調査を基に KPMGコンサルティングにて作成 
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産学連携における課題として、案件組成や金額規模拡大等に関する意見が上がった。前者では、我が国

の共同研究全体の市場規模や特に地方において大型案件の組成が望める企業との接点の少なさ等に関す

る意見があり、後者では知の価値のマネタイズや企業の下請けにならない関係づくり等が課題として聞

かれた。 

 
図 3-25 産学連携における課題 
出典 ヒアリング調査を基に KPMGコンサルティングにて作成 

 

本調査の結果を踏まえると、研究実績・研究実施能力の強化及び周知、企業との交渉に事務方も関与で

きる体制づくり、機関側が自ら共同研究案件を主導することが課題と考えられる。 

 

 
図 3-26 考察と今後の課題 
出典 ヒアリング調査を基に KPMGコンサルティングにて作成 
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